
資料１ 

全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する 

法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（概要抜粋） 

 

 

 

１．改正の趣旨 

 ○ 本政令は、全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の

一部を改正する法律（令和３年法律第６６号。以下「改正法」という。）の施

行に伴い、関係政令について所要の規定の整備等を行うものである。 

 

２．改正の内容 

 ○ 国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）の一部改正 

 （１）国民健康保険の保険料について、未就学児に係る被保険者均等割額を減

額するものとし、減額する額は、当該年度分の被保険者均等割額に、１０

分の５を乗じて得た額とすること。 

 （２）その他所要の改正を行うこと。 

 

３．根拠法令 

 ○ 国民健康保険法第７２条の３の２、第８１条並びに第８１条の２第１項及 

  び第４項等 

 

４．施行期日等 

 ○ 公布日：令和３年９月１０日 

 ○ 施行期日：令和４年４月１日 



1.現状

・国民健康保険制度の保険料は、応益（均等割・平等割）と、応能（所得

　割）に応じて設定されている。その上で、低所得世帯に対して

　は、応益保険料の軽減措置（７・５・２割軽減）が講じられている。

2.見直しの趣旨

・子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、国・地方の取組として、国保

　制度において、未就学児の均等割保険料を軽減する。

3.軽減措置の内容

・対象は、全世帯の未就学児とする。
　※ 寒川町対象者数：229人（令和３年10月11日時点）

・当該未就学児に係る均等割保険料について、その５割を公費により軽減

　する。
　※ 例えば、７割軽減対象の未就学児の場合、残りの３割の半分を減額することから

　　８.５割軽減となる。

・国・地方の負担割合：国1/2、都道府県1/4、市町村1/4

・町財政影響：約888千円（令和３年度予算ベース）

・施行時期：令和４年４月

【軽減イメージ】
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寒 川町 国民 健康保 険条 例新 旧対 照表  

現 行  改 正案  

～ 略～  ～ 略～  

(一 般被保 険者 に係 る基 礎賦 課総 額 ) (一 般被保 険者 に係 る基 礎賦 課総 額 ) 

第 1 2条 の 3  保 険 料 の 賦 課 額 の う ち 一 般

被 保 険 者 (法 附 則 第 7条 第 1項 に 規 定 す る

退 職被 保険 者等 (以 下「退 職被 保険 者等 」

と い う 。 )以 外 の 被 保 険 者 を い う 。 以 下

同 じ。 )に 係る 基礎 賦課 額 (第 20条      

        の 規 定 に よ り 基 礎 賦 課 額 を 減

額 する もの とした 場合 にあ つて は、その

減 額 す る こ と と な る 額 を 含 む 。 )の 総 額

(以 下「 基礎賦 課総 額」とい う。)は、第

1号 に 掲 げ る 額 の 見 込 み 額 か ら 第 2号 に

掲 げ る 額 の 見 込 み 額 を 控 除 し た 額 を 基

準 とし て算 定した 額と する 。  

第 1 2条 の 3  保 険 料 の 賦 課 額 の う ち 一 般

被 保 険 者 (法 附 則 第 7条 第 1項 に 規 定 す る

退 職被 保険 者等 (以 下「退 職被 保険 者等 」

と い う 。 )以 外 の 被 保 険 者 を い う 。 以 下

同 じ。)に係 る基 礎賦課 額 (第 20条及 び第

20条 の 3の 規 定 に よ り 基 礎 賦 課 額 を 減 額

す るも のと した場 合に あつ ては、その減

額 する こと とな る 額を 含む。)の 総額 (以

下「基 礎賦 課総 額」と いう 。)は 、第 1号

に 掲 げ る 額 の 見 込 み 額 か ら 第 2号 に 掲 げ

る 額 の 見 込 み 額 を 控 除 し た 額 を 基 準 と

し て算 定し た額と する 。  

(1) 当 該 年 度 に お け る 次 に 掲 げ る 額 の

合 算額  

(1) 当 該 年 度 に お け る 次 に 掲 げ る 額 の

合 算額  

ア ・イ  (略 ) ア ・イ  (略 ) 

ウ  法 第 8 1条 の 2第 4項 の 財 政 安 定 化

基 金拠 出金 の納付 に要 する 費用 の額  

ウ  法 第 8 1条 の 2第 5項 の 財 政 安 定 化

基 金拠 出金 の納付 に要 する 費用 の額  

エ  法 第 8 1条 の 2第 9項 第 2号  に 規 定

す る 財 政 安 定 化 基 金 事 業 借 入 金 の 償

還 に要 する 費用の 額  

エ  法 第 8 1条 の 2第 1 0項 第 2号 に 規 定

す る 財 政 安 定 化 基 金 事 業 借 入 金 の 償

還 に要 する 費用の 額  

オ ・カ  (略 ) オ ・カ  (略 ) 

(2) 当 該 年 度 に お け る 次 に 掲 げ る 額 の

合 算額  

(2) 当 該 年 度 に お け る 次 に 掲 げ る 額 の

合 算額  

ア ～ウ  (略 ) ア ～ウ  (略 ) 

エ  そ の 他 国 民 健 康 保 険 事 業 に 要 す

る 費 用 (国 民 健 康 保 険 の 事 務 の 執 行

に 要す る費 用を除 く。)の ための 収入

(法 附 則 第 9条 第 1項 の 規 定 に よ り 読

み 替え られ た法第 72条 の 3第 1項     

                 の 規 定 に よ る 繰

入 金 及 び 国 民 健 康 保 険 保 険 給 付 費 等

交 付 金 (退 職 被 保 険 者 等 の 療 養 の 給

付 等 に 要 す る 費 用 に 係 る も の に 限

る 。 )を除 く。 )の 額  

エ  そ の 他 国 民 健 康 保 険 事 業 に 要 す

る 費 用 (国 民 健 康 保 険 の 事 務 の 執 行

に 要す る費 用を除 く。)の ための 収入

(法 附 則 第 9条 第 1項 の 規 定 に よ り 読

み 替 え ら れ た 法 第 72条 の 3第 1項 及 び

第 7 2条 の 3の 2第 1項 の 規 定 に よ る 繰

入 金 及 び 国 民 健 康 保 険 保 険 給 付 費 等

交 付 金 (退 職 被 保 険 者 等 の 療 養 の 給

付 等 に 要 す る 費 用 に 係 る も の に 限

る 。 )を除 く。 )の 額  

～ 略～  ～ 略～  

(一 般 被 保 険 者 に 係 る 後 期 高 齢 者 支 援 金 (一 般 被 保 険 者 に 係 る 後 期 高 齢 者 支 援 金
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等 賦課 総額 ) 等 賦課 総額 ) 

第 16条 の 6の 2 保 険 料 の 賦 課 額 の う ち 一

般 被 保 険 者 に 係 る 後 期 高 齢 者 支 援 金 等

賦 課額 (第 20条              の 規 定に

よ り 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 賦 課 額 を 減 額

す るも のと した場 合に あつ ては、その減

額 する こと になる 額を 含む。)の 総額 (以

下「 後期高 齢者 支援金 等賦 課総 額」とい

う 。)は 、第 1号に掲 げる 額の 見込 額から

第 2号 に 掲 げ る 額 の 見 込 額 を 控 除 し た 額

を 基準 とし て算定 した 額と する 。  

第 16条 の 6の 2 保 険 料 の 賦 課 額 の う ち 一

般 被 保 険 者 に 係 る 後 期 高 齢 者 支 援 金 等

賦 課 額 (第 2 0条 及 び 第 20条 の 3の 規 定 に

よ り 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 賦 課 額 を 減 額

す るも のと した場 合に あつ ては、その減

額 する こと になる 額を 含む。)の 総額 (以

下「 後期高 齢者 支援金 等賦 課総 額」とい

う 。)は 、第 1号に掲 げる 額の 見込 額から

第 2号 に 掲 げ る 額 の 見 込 額 を 控 除 し た 額

を 基準 とし て算定 した 額と する 。  

(1) （ 略 ）  (1) （ 略 ）  

(2) 当 該 年 度 に お け る 次 に 掲 げ る 額 の

合 算額  

(2) 当 該 年 度 に お け る 次 に 掲 げ る 額 の

合 算額  

ア  (略 ) ア  (略 ) 

イ  そ の 他 国 民 健 康 保 険 事 業 に 要 す

る 費 用 (国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

の 納付 に要 する費 用に 限る 。)のた め

の 収 入 (法 附 則 第 9条 第 1項 の 規 定 に

よ り 読 み 替 え ら れ た法 第 72条 の 3第 1

項                      の 規定 に

よ る繰 入金 を除く 。 )の 額  

イ  そ の 他 国 民 健 康 保 険 事 業 に 要 す

る 費 用 (国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

の 納付 に要 する費 用に 限る 。)のた め

の 収 入 (法 附 則 第 9条 第 1項 の 規 定 に

よ り 読 み 替 え ら れ た法 第 72条 の 3第 1

項 及 び 第 7 2条 の 3の 2第 1項 の 規 定 に

よ る繰 入金 を除く 。 )の 額  

(保 険料の 減額 ) (低 所得者 の保 険料 の減 額 ) 

第 20条  （ 略）  第 20条  （ 略）  

～ 略～  ～ 略～  

(加 える ) (未 就学児 の被 保険 者均 等割 額の 減額 ) 

第 20条 の 3 当 該年 度に おい て、その 世帯

に 6歳 に 達 す る 日 以 後 の 最 初 の 3月 3 1日

以 前 で あ る 被 保 険 者 (以 下 「 未 就 学 児 」

と い う 。 )が あ る 場 合 に お け る 当 該 被 保

険 者 に 係 る 当 該 年 度 分 の 基 礎 賦 課 額 の

被 保 険 者 等 均 等 割 額 は 、 第 16条 又 は 第 1

6条 の 5の 基 礎 賦 課 額 の 被 保 険 者 均 等 割

の 保 険 料 額 に 、 そ れ ぞ れ 、 10分 の 5を 乗

じ て 得 た 額 と す る (第 4項 に 掲 げ る 場 合

を 除く )。  

2 第 16条 第 2項及 び第 3項の規 定は 、前 項

に 規定 する 額の決 定に つい て準 用する。

こ の 場 合 に お い て 、 第 16条 第 2項 及 び 第

3項 の規定 中「 保険 料率 」と ある のは「額 」

と 読み 替え るもの とす る。  
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3  前 2項 の 規 定 は 、 後 期 高 齢 者 支 援 金 等

賦 課額 の減 額につ いて 準用 する。この場

合 にお いて、第 1項中「基 礎賦 課額」とあ

る のは「後期 高齢 者支援 金等 賦課 額」と 、

「 第 16条又 は第 16条の 5」とあ るの は「第

16条の 6の 6又は第 16条 の 6の 10」と、第 2

項 中 「 第 16条 」 と あ る の は 「 第 16条 の 6

の 6」と読 み替 える もの とす る。  

4 当該年 度に おい て、第 20条に 規定 する

基 準 に 従 い 保 険 料 を 減 額 す る も の と し

た 納 付 義 務 者 の 世 帯 に 未 就 学 児 が あ る

場 合 に お け る 当 該 未 就 学 児 に 係 る 当 該

年 度 分 の 基 礎 賦 課 額 の 被 保 険 者 均 等 割

額 は 、 第 16条 又 は 第 16条 の 5の 基 礎 賦 課

額 の被 保険 者均等 割の 保険 料額 から、当

該 保 険 料 額 に 第 20条 第 1項 各 号 に 規 定 す

る 場 合 に 応 じ て そ れ ぞ れ 同 項 各 号 ア に

掲 げ る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 (同 条 第 2項

に お い て 準 用 す る 第 16条 第 2項 の 規 定 に

よ り 端 数 の 切 り 上 げ を 行 っ た 後 の 額 と

す る 。)を控 除して 得た 額に 、そ れぞ れ、

10分の 5を 乗じ て得 た額 とす る。  

5 第 16条 第 2項及 び第 3項の規 定は 、前 項

に 規定 する 額の決 定に つい て準 用する。

こ の 場 合 に お い て 、 第 16条 第 2項 及 び 第

3項 の規定 中「 保険 料率 」と ある のは「額 」

と 読み 替え るもの とす る。  

6 前 2項 の 規 定 は 、 後 期 高 齢 者 支 援 金 等

賦 課額 の減 額につ いて 準用 する。この場

合 にお いて、第 4項中「基 礎賦 課額」とあ

る のは「後期 高齢 者支援 金等 賦課 額」と 、

「 第 16条又 は第 16条の 5」とあ るの は「第

16条の 6の 6又は第 16条 の 6の 10」と、「同

条 第 2項」 とあ るの は「 同条 第 3項」 と、

「 第 16条第 2項 」と ある のは「第 16条 の 6

の 6第 2項」と、第 5項中「第 16条」とあ る

の は「第 16条の 6の 6」と 読み 替え るもの

と する 。  

(所 得等の 申告 ) (所 得等の 申告 ) 

第 20条 の 3 （ 略）  第 20条 の 4 （ 略）  

～ 略～  ～ 略～  

 附  則  
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 (施 行期日 ) 

 1 こ の条 例は 、令 和 4年 4月 1日 から 施行

す る。  

 (経 過措置 ) 

 2 こ の条 例に よる 改正 後の 第 20条の 3の

規 定は 、令 和 4年度 以後 の年 度分 の保険

料 につ いて 適用し 、令 和 3年度 以前 の年

度 分の 保険 料につ いて は、 なお 従前の

例 によ る。  

 


